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研究成果の概要： 

幼児期・学齢期の障害児・軽度発達障害児の発達援助技法の検討と担任保育士・教員への支援
を「コンサルテーション」の視点から専門機関と保育園・学校等々の連携の体制を作るととも
に、それらの子どもの対人関係スキルの向上の援助方法を提案できた。学齢後の肢体不自由障
害者への動作及び心理的援助システムの試みを行い、地域での援助システムのモデルを提示し
た。また、発達障害者をもつ大学生への支援の問題点と方法を明らかにした。 

 

交付額 

                               （金額卖位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2005 年度 11,500,000 3,450,000 14,950,000 

2006 年度 7,500,000 2,250,000 9,750,000 

2007 年度 6,900,000 2,070,000 8,970,000 

2008 年度 6,300,000 1,890,000 8,190,000 

  年度    

総 計 32,200,000 9,660,000 41,860,000 

 
 

研究分野：臨床心理学 

科研費の分科・細目：心理学・臨床心理学 

キーワード：発達障害、生涯発達、臨床心理学的援助、在宅高齢障害者、動作法、コンサルテ

ーション、スクールカウンセラー 

 
１． 研究開始当初の背景 

障害児の発達援助に関しては、知的障害児、
脳性マヒ児、自閉症児などに加えて、通常の学
校や幼稚園、保育園に在籍する特別な教育的支
援を必要とする児童・生徒および幼児などの軽
度発達障害児への発達支援の充実化をはかるこ
とが求められている。特に、通常の学級に在籍
し、学習障害（LD）、注意欠陥・多動障害（ADHD）、
高機能自閉症などの軽度の発達障害を有してい
る児童生徒への対応は、文部科学省の調査結果
に基づき、平成15年度、全国にて特別支援教育
推進体制モデル事業が実施されるなど多様な試
みがなされてきている。しかし、従来の障害児

や軽度発達障害児への発達援助は、小中学校の
学齢児童生徒への対応を中心としており、幼稚
園・保育園に在籍する軽度発達障害を有するよ
うな幼児およびその保護者への支援体制がほと
んど整えられていない。また、中学校から高等
学校への移行に伴う相談体制も不十分である。
さらには、高校卒業後の有職障害者や在宅障害
者への移行は教育から福祉の領域に移行し、そ
れらの障害者の生涯発達に関する支援体制が希
薄化し、障害児が青年期、成人期そして中年期
へと生涯発達する上での相談や発達援助を受け
るシステムがほとんど構築されていない。それ
ゆえ、障害児・者の生涯発達に関わるシステム
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の開発が強く求められる。また、他方で日本は
高齢化社会に向かう中で中高年の脳血管障害に
伴う中高齢障害者や痴呆高齢者などが増加して
いる現状を踏まえて、中高齢障害者への臨床心
理学的援助技術や在宅中高齢障害者を介護する
家族などへの臨床心理学的援助システムの構築
と医療・福祉領域との支援ネットワークの開発
が必要であった。 

２．研究の目的 

（１）幼児期・学齢期の障害児・軽度発達障

害児の発達援助技法の検討と担任保育士・教

員への支援のあり方を「コンサルテーショ

ン」の視点から明らかにする。 

（２）学齢期後（青年期から成人期）の障害

者が求める生涯発達支援のあり方を有職障

害者と在宅障害者の適応問題の共通性と相

違を検討し、両者に応じた支援あり方を明ら

かにする。 

（３）有職障害者及び在宅障害者の相談・援

助の窓口と公共的専門的相談機関との連携

など支援システムの形態を明確にする。 

（４）後遺症による高齢障害者の心理的適応

問題を明らかにし、社会復帰または心理的活

性化に向けた心理学的援助技法の開発を行

う。 

（５）高齢障害者及び痴呆高齢者に対して在

宅介護者が持つ心理的葛藤や心理的充実を

明らかにするとともに現在の介護者支援シ

ステムの問題点を明らかにする。これらのこ

とを通して、介護者支援の方向性を検討し、

支援の場所、支援の技法および支援機関等を

含めた支援システムを開発する。 

３．研究の方法 

（１） 発達援助技法の検討のため本学「総合

臨床心理センター（センター）」に来談す

る障害幼児・障害児童生徒に対する援助を

障害の種類、発達特徴などの基づく分類を

行い、援助形態（集団・個別）と援助技法

（遊技療法、行動療法、動作法など）によ

る発達変容の過程を分析する資料収集を

行う 

（２） 担任保育士・教員への支援のあり方を

「コンサルテーション」の視点から明ら

かにするため、幼児・学齢期の障害児に対

する保育及び教育的支援のための実態の

調査を行う。 

① 保育園・学校への障害児への対応に関する

調査票及び幼児・児童生徒の保護者に対し

て子ども発達状況認識と保育園・学校への

要望等に関わる調査票を作成する。 

② 障害を持つ幼児・児童生徒の公共的相談施

設との連携実態を把握するため保護者及び

保育園・学校と公共的相談施設に対してコ

ンサルテーションに関わる調査を行う。 

③ 保護者、保育園・学校及び公共的相談施設

への調査票の作成し、質問票による調査を

行う。 

④ 保護者、担任保育士、担任教員に対しては
より実態やそれぞれの問題点を明らかにす
るため面接調査を行う。 

（３）学齢期後（青年期から成人期）の障害者
が求める生涯発達支援のあり方を有職障害者と
在宅障害者の適応問題の共通性と相違を検討し、
両者に応じた支援あり方を明らかにする。また、
有職障害者及び在宅障害者の相談・援助の関わ
る窓口と公共的専門機関との連携など支援シス
テムの形態を明確にする 

① 障害者と在宅障害者の心理的適応状況の実

態調査を障害者用と雇用者用及び家族用の

質問票を作成し、質問票調査を行う。さら

に、心理的な問題を明らかにするため面接

調査を行う。 

② 有職障害者と在宅障害者の相談・援助に関
わる相談窓口と専門機関との連携の実態を明
らかにするための実態調査を行う。 

（４）後遺症による高齢障害者の心理的適応問

題を明らかにし、社会復帰または心理的活性化

に向けた心理学的援助技法の開発を行う。高齢

障害者及び認知症高齢者に対して在宅介護者が

持つ心理的葛藤や心理的充実を明らかにすると

ともに現在の介護者支援システムの問題点を明

らかにする。 

① 在宅障害者と家族介護者から「センター」

への来談事例実践、及び病院施設での援助

実践について障害者や家族に対しての援助

ニードの調査を通して援助技法の検討を行

う。 

② 在宅高齢障害者に対する心理的及び生活適

応に関する面接調査：病院での外来・入院

障害者への面接調査、通所施設における適

応に関する調査及び入所施設での面接調査

を行う。 

（５）援助技法の継続的検討のため、障害種別
の事例に対する援助形態の複合化（集団と個
別の両方のアプローチ）や援助技法別の事例
の集積を行う 

（６）担任保育士・教員への支援のあり方を「コ
ンサルテーション」の視点から明らかにする
ため、幼児・学齢期の障害児に対する保育及
び教育的支援のためのコンサルテーション活
動のため保育所・幼稚園・学校・相談施設等
との連携づくりを行う。 

（７）学齢期後（青年期から成人期）の障害者

が求める生涯発達支援のあり方を有職障害者

と在宅障害者の適応問題の共通性と相違を明

らかにし、両者に有職障害者及び在宅障害者



 

 

の相談・援助の関わる窓口と公共的専門機関

との連携づくりを行ない、コンサルテーショ

ン活動に方向づける。 

（８）後遺症による中高齢障害者の社会復帰ま
たは心理的活性化に向けた心理学的援助実践
を行う。家庭・病院・施設及び介護者会のよ
うな自助グループ等へのコンサルテーション
に向けた連携づくり。 

４．研究成果 

（１）幼児期・学齢期の障害児・軽度発達障害

児の発達援助技法の検討と担任保育士・教員

への支援のあり方を「コンサルテーション」

の視点から明らかにするため、①発達援助技

法の検討のため本学「総合臨床心理センター

（センター）」に来談する障害幼児・障害児童

生徒に対する援助を障害の種類、発達特徴な

どの基づく分類を行い、援助形態（集団＜心

理劇＞・個別）毎の援助活動を実施した。②

さらに、援助技法（遊技療法と動作法）によ

る発達変容の過程を分析するため実践活動を

実施した。 

（２）担任保育士・教員への支援のあり方を「コ

ンサルテーション」の視点から明らかにする

ため、①保育及び教育的支援のための親への

意識調査を行った。②保育園・学校における

障害児への対応に関する調査票及び幼児・児

童生徒の保護者に対して子ども発達状況認識

と保育園・学校等への要望等に関わる調査票

を作成した。③通常学級に通う発達障害児の

保護者及び担任に対して、それぞれの立場か

らの実態やそれぞれの問題点を明らかにする

ための面接調査を行った。その結果、担任と

の相互理解が必ずしも出来ていないこと、学

級内の他児童と保護者に理解してもらうこと

の困難性が明らかになった。 

（３）在宅障害者の心理的適応状況の実態調査

を障害者用と家族用の質問票を作成し、質問

票調査を行った。また、今後の心理的援助に

向けての問題点を明らかにするために、就労

及び不就労の身体障害者に対して心理的適応

状態と問題点についての面接調査を行った。

その結果、動作不自由と心理的な問題がある

ことが分かった。 

（４）軽度発達障害児の自己への疑問を生じる

時期と内容を検討し、その疑問と告知の時期

と内容の実態について検討した。その結果，

自己への疑問の有無・方向性に関しては，注

意欠陥/多動性障害児・高機能広汎性発達障害

児の両群の間に有意差はなかった。ただし，

疑問の方向性に関しては，両群共に，小学校

低学年では特別な支援環境への疑問が多く，

高学年になると自分の特性への疑問が加わる

傾向にあった。障害の告知に関しては，注意

欠陥/多動性障害児の方が障害の告知を受け

ている人数が多い傾向がみられた。また，内

容に関しては，本人の特性を伝えること，肯

定的な評価を行いながら伝えていることが示

された。 

（５）離島における障害児・者への生涯発達援

助のシステムつくりのため沖縄県宮古島市に

おける心理リハビリテイションによる援助法

を導入し、２回の訓練キャンプ（平成１８年

11月 16～ 17日、１２月２５日～２８日）を

実施し、その結果の調査を行った。その結果、

養護学校小中高の児童生徒は学校での自立活

動など発達援助教育があるが、学校とは異な

る地域での援助システムも必要があり、特に

学齢期を越えた青年期障害者は在宅が多く、

地域での心理リハビリテイション活動などの

援助システムが不可欠であることが、本人及

び保護者からニーズが大きいことも分かった。

今後は、このシステムを継続するための支援

ネットワークの構築が課題となる。 

（６）過疎地区の在宅高齢者及び障害高齢者へ 

の援助システムとネットワークを検討すべく、

熊本県八代市大川地区において水俣市との連

携によって地域在宅高齢者の心身の活性化に

向けた動作法と回想法による援助活動と調査

を実施した。その結果、高齢者の活性化が促

進され、参加高齢者からの評価も高く、継続

のニーズも多く有効性が認められた。継続の

体制作りが課題となった。 

（７）普通小中学校に通う発達障害をもつ小中

学生に対して対人関係スキルの向上を計って

の小グループアプローチを行った。グループ

アプローチは、参加メンバーの特徴に従い、

① 集団プレイセラーピーを中心とするグル

ープ、② 心理劇的な場面構造でのロールプ

レイを行うグループによるセラーピーを実践

した。これにより、それぞれのグループ・メ

ンバー相互の関係の深まりと相互理解が向上

した。 

（８）地域で生活する脳性マヒ者（１９歳～４

２歳）の動作の改善と心身の弛緩体験による

生活の質の向上を計るための動作法の地域援

助プログラムを作成し、２泊３日での実践を

行った。その結果、動作改善のみならず参加

者の相互交流が一層活性化された。 

（９）障害児教育担当の教諭へのコンサルテー

ション活動を中心にして、学校と家庭との効



 

 

果的な連携のあり方について検討した。対象

児は、多動で発達障害が疑われる小学生、Ａ

ＤＨＤ傾向のある特別支援学校中学部生徒、

特別支援学校高等部生徒で攻撃的行動を示す

生徒などである。また、効果的な学校、家庭、

地域資源（特別支援相談員）の協働的アプロ

ーチについても言及するために、特別支援相

談員へのコンサルテーション過程について分

析、検討した。 

（１０）広汎性発達障害児のエコラリア機能の

発達過程を明らかにすることを目的とした。

対象は 16 名の広汎性発達障害児の保護者で

あった。その結果，自己刺激的な機能が最も

早く生起して，常同的な質問が最も遅く生起

するという過程が見出された。また，発達に

伴って，消失する傾向を示す機能は知的機能

との関連が示唆された。 

（１１）青年期の発達障害、特に学生相談にお
いてアスペルガー症候群の大学生に対する修
学支援を継続して行った。彼らの問題は、対
人関係の構築の難しさ、その他に生活や時間
等の自己管理の難しさがある事が分かり、周
辺の関係者、たとえば家族、教員、相談員が
随時連携をとり、本人の注意を喚起すること
が不可欠であることをあきらかにした。 

（１２）普通小中学校に通う発達障害をもつ小

中学生に対して対人関係スキルの向上を計っ

ての小グループアプローチを行った。グルー

プアプローチは、参加メンバーの特徴に従い、

① 集団プレイセラーピーを中心とするグル

ープ、② 心理劇的な場面構造でのロールプ

レイを行うグループによるセラーピーを実践

した。これにより、それぞれのグループ・メ

ンバー相互の関係の深まりと相互理解が向上

した。 

（１３）地域で生活する脳性マヒ者（１９歳～

４２歳）の動作の改善と心身の弛緩体験によ

る生活の質の向上を計るための動作法の地域

援助プログラムを作成し、２泊３日での実践

を行った。その結果、動作改善のみならず参

加者の相互交流が一層活性化された。 

（１４）障害児教育担当の教諭へのコンサルテ

ーション活動を中心にして、学校と家庭との

効果的な連携のあり方について検討した。対

象児は、多動で発達障害が疑われる小学生、

ＡＤＨＤ傾向のある特別支援学校中学部生徒、

特別支援学校高等部生徒で攻撃的行動を示す

生徒などである。また、効果的な学校、家庭、

地域資源（特別支援相談員）の協働的アプロ

ーチについても言及するために、特別支援相

談員へのコンサルテーション過程について分

析、検討した。 
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